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法 改 正 情 報 （改正があった労働・社会保険関連法や人事労務管理のポイントです）

※掲載内容についてもっと詳しくお知りになりたい場合などお気軽にご連絡ください。

山口労務経営管理事務所 6月号

Ｙａｍａｇｕｃｈｉ Ｈｕｍａ Ｒｅｓｏｕｒｃｅ＆Ｌａｂｏｒ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｏｌｕｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅ Times

令和7年

● 改正労働安全衛生法が成立しました

５月８日、衆議院本会議にて、改正労働安全衛生法及び作業環境測定法が可決、成立しました。多様な人材が安

全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、下記の措置を講ずるとされています。施行日

は、令和８年４月１日です。改正の概要をお知らせします。

1. 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、個人事業者等による災害の防止を図るため、

注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を

定め、併せてＩＬＯ第155号条約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備

を行う。

個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

2. 職場のメンタルヘルス対策の推進〔公布後３年以内に政令で定める日施行〕

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、個人事業者等による災害の防止を図るため、ストレスチェッ

クについて、労働者数50人未満の事業場についても実施を義務化。

3. 化学物質による健康障害防止対策等の推進

化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。

化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。

個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保

を図る。〔令和８年10月１日施行〕

4. 機械等による労働災害の防止の促進等

ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施で

きる範囲を拡大。

登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務

を課す。

5. 高齢者の労働災害防止の推進

高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表。

■ 【厚生労働省「労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律案の概要」】

https://www.mhlw.go.jp/content/001449334.pdf
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2日

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7月10日まで＞［労働基準監督署］

10日

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］

6月2日

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第1期分＞［郵便局または銀行］

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

雇入時及び毎年一回

○ 健康診断個人票［事業場］

※掲載内容についてもっと詳しくお知りになりたい場合などお気軽にご連絡ください。

 6月の税務と労務の手続 （提出先・納付先）

 トピック （最近の記事の中から労務管理上注目すべき情報を抜粋しました）
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ぶ
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■
研
究
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催
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。
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関
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８
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い
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多
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化
に
必
ず
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も
対
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で
き
な
い
部
分
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生
じ
て
お
り
、
こ
の
間
に
積
み
重
ね
ら
れ
た
事
例
・
裁
判
例
等
を
分
析
・
研
究
し
、
学
説
も
踏
ま

え
な
が
ら
見
直
し
の
検
討
を
す
る
こ
と
や
、
国
際
的
な
動
向
も
視
野
に
入
れ
な
が
ら
総
合
的
な

研
究
を
行
う
こ
と
の
必
要
性
に
つ
い
て
指
摘
が
な
さ
れ
、
同
省
に
お
い
て
専
門
的
な
研
究
の
場

を
設
け
て
総
合
的
な
検
討
を
行
う
べ
き
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

■
検
討
事
項

こ
の
研
究
会
で
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
調
査
・
検
討
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①

労
働
基
準
法
上
の
労
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に
関
す
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、
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や
学
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の
分
析
・
研
究
、

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
ワ
ー
カ
ー
を
含
む
新
た
な
働
き
方
に
関
す
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課
題
や
国
際
的
な
動

向
の
把
握
・
分
析

②
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在
り
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③
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予
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能
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る
た
め

の
方
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基
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現
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基
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法
上
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当
た
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
２
つ
の
基
準
で

判
断
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

・
労
働
が
他
人
の
指
揮
監
督
下
に
お
い
て
行
わ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
、
す
な
わ
ち
、
他
人
に
従
属

し
て
労
務
を
提
供
し
て
い
る
か
ど
う
か

報
酬
が
、
「
指
揮
監
督
下
に
お
け
る
労
働
」
の
対
価
と
し
て
支
払
わ
れ
て
い
る
か
ど
う
か

こ
の
２
つ
の
基
準
を
総
称
し
て
「
使
用
従
属
性
」
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

近
年
、
配
達
員
や
ア
イ
ド
ル
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劇
団
員
、
英
会
話
講
師
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が
労
働
者
と
し
て
認
め
ら
れ
る
裁
判

例
が
あ
り
、
こ
の
研
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会
の
議
論
に
よ
り
条
件
が
ど
の
よ
う
に
見
直
さ
れ
る
の
か
、
今
後
の
動
向

が
注
目
さ
れ
ま
す
。

● 2025年春闘賃上げ5.38％（5/23）

経団連は22日、大手企業（500人以上）の2025年春闘での回答・妥結状況の第１回集計結果を発表した。平均賃上げ率は

5.38％で、前年同期を0.2ポイント下回ったものの、２年連続で５％台を超えた。平均賃上げ額は１万9,342円だった。


